
介護予防・日常生活支援総合事業
（総合事業）

   倉吉市長寿社会課  

  平成２９年２月２日  



１　総合事業の概要



介護予防・日常生活支援総合事業(総合事業)について

介護給付(要介護１～５) 介護給付(要介護１～５)

介護予防・日常生活支援総合事業
(要支援１～２、事業対象者)

〇介護予防・生活支援サービス事業　

　　・訪問型サービス

　　　　　訪問介護（現行の訪問介護）

　　・通所型サービス

　　　　　通所介護（現行の通所介護）

　　・介護予防支援事業(介護予防ケアマネジメント)

〇一般介護予防事業

　　・なごもう会、介護予防教室、元気あっぷ

　　　教室、認知症予防教室

　　　地域リハビテーション活動支援事業等

介護予防事業

〇二次予防事業(元気あっぷ教室)

〇一次予防事業(介護予防教室、

　　　　　なごもう会、介護ボランティア等)

介護予防給付
(要支援１～２)

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

　
　
　
地
域
支
援
事
業

介護予防給付(要支援１～２)

　
　
　
　
　
地
域
支
援
事
業

現行と同様

現行と同様

事業に移行

市町で実施

〈現行〉 〈総合事業以降後〉

今後多様なサービスを創りあげていく



総合事業の構成、サービス内容等

〇　介護予防・生活支援サービス事業

（対象者）　要支援認定を受けた者、基本チェックリストで事業対象者に該当した者
（実施事業）　・　現行の訪問介護相当
　　　　　　　　　・現行の通所介護相当
　　　　　　　　　・介護予防ケアマネジメント

〇　一般介護予防事業

（対象者）　６５歳以上の第１号被保険者等
（実施事業）　・　介護予防普及啓発事業
　　　　　　　　　・地域介護予防活動支援事業
　　　　　　　　　・地域リハビリテーション活動支援事業（検討中）



左記の５つのうち必要な事業を

組み合わせて実施。②、③に
ついては現在の事業を見直し
て実施。⑤については新規実
施を検討中

平成２９年４月か
ら本市で実施す
るサービス



２　対象者と利用手続



（1）対象者

①　２９年４月以降に、新規・区分変更・更新により要支援認定をうけた方
　　　（認定有効期間の開始年月日が２９年４月以降の要支援者
②　２９年４月以降に、基本チェックリストにより事業対象者と判断された方

　【ポイント】
２９年４月より前からの要支援者について、その認定更新等までは、従来の予防
給付（介護予防訪問介護・介護予防通所介護）としてサービスを提供します。
　２９年４月以降に認定更新等により要支援認定を受けた方が訪問介護・通所介護
を利用する場合は、サービスが総合事業に変わります。（要支援者の認定有効期間
は現在、最長１年ですので、倉吉市では２９年４月から１年かけて移行します。）



更新の場合の総合事業への移行について（例）

（例（（例例

（例１）
現在の認定有効期間
H28.4.1～H29.3.30

（例2）
現在の認定有効期間
H29.3.1～H30.2.28

（例3）
現在の認定有効期間
H29.3.2～H30.3.31

H30.4.1から
総合事業

H30.2.28まで予防給付

H30.3.31まで予防給付

H29.4.1 H30.3.1 H30.4.1

H29.4.1から総合事業

H30.3.1から総合事業
（例（（例例

（例（（例例



（2）　利用手続



総合事業のサービス利用流れのイメージ

①申請手続き

「申請書」の提出
担当包括紹介

②包括への情報提供
　基本チェックリストの実施

該当者の情報提供
※申請書と聞き取り内容を
紙面で提供する。

基本チェックリストの実施

③市への提出 ④保険証の発行

・介護保険証
・負担割合証
・決定通知

⑤介護予防ケアマネジメント実施

アセスメント
ケアプラン作成
サービス担当者会議
契約（包括＋事業所）

要介護認定申請をしない場合

⑥ケアプラン交付 ⑦サービス事業利用

基本チェックリスト
介護予防サービス計画
作成依頼の提出

⑧モニタリング ⑨給付管理票作成
　　国保連合会送付

市役所窓口

⑩プラン料の請求
　　（長寿社会課）



【ポイント】

Ⅰ　「認定有効期間の開始年月日までの要支援者」の場合

　①　総合事業移行期として、次の認定更新・区分変更までは、予防給付として介護予防
訪問介護・介護予防通所介護が引き続き行われますので手続き等に変更はありません。

Ⅱ　「認定有効期間の開始年月日がH29.4.1からの要支援者」の場合

　②　予防給付のみ必要な場合⇨「介護予防サービス計画」

　③　予防給付と総合事業が必要な場合⇨「介護予防サービス計画」

　④　総合事業のみ必要な場合⇨「介護予防ケアマネジメント」

Ⅲ　「H29.4以降に基本チェックリストにより事業対象者」になった場合

　⑤　事業対象者が総合事業のみを必要な場合⇨「介護予防ケアマネジメント」



3　平成29年４月移行当初のサービス



区分
予防給付 総合事業

介護予防訪問介護 倉吉市訪問介護担当サービス

1 実施時期 認定更新時まで H29年4月移行の認定更新等から

２ ケアマネジメント 介護予防サービス計画 介護予防サービス計画
又は介護予防ケアマネジメントA

３ サービス内容 訪問介護員による身体介護、生活援助

４ サービス提供者 介護予防訪問介護の指定事業
者

倉吉市訪問介護相当サービスの指定事業者

５ サービスの基準 現行 現行と同様

６ 単価 現行 1回あたりの単価

７ サービスコード 現行 新たなコード（種類コードA1又はA2）

８ 給付期限 あり なし

９ 利用者負担 介護給付の利用者負担割合と同じ

10 限度額管理の有無・方法 限度額管理の対象・国保連で管理

11 事業者への支払方法 国保連経由で審査・支払

【訪問型サービス】



区分
予防給付 総合事業

介護予防通所介護 倉吉市通所介護担当サービス

1 実施時期 認定更新時まで H29年4月移行の認定更新等から

２ ケアマネジメント 介護予防サービス計画 介護予防サービス計画
又は介護予防ケアマネジメントA

３ サービス内容 通所介護事業所の従業員によるサービス

４ サービス提供者 介護予防通所介護の指定事業
者

倉吉市通所介護相当サービスの指定事業者

５ サービスの基準 現行 現行と同様

６ 単価 現行 1回あたりの単価

７ サービスコード 現行 新たなコード（種類コードA5又はA6）

８ 給付期限 あり なし

９ 利用者負担 介護給付の利用者負担割合と同じ

10 限度額管理の有無・方法 限度額管理の対象・国保連で管理

11 事業者への支払方法 国保連経由で審査・支払

【通所型サービス】



4　倉吉市訪問介護相当サービス
　　倉吉市通所介護相当サービス



【倉吉市訪問介護相当サービス】

区分

市内事業者 市外事業者

申請・届出 サービスコード 申請・届出 サービスコード

・27年3月31日までに介護予防

訪問介護の指定を受けた事業
者（みなし指定事業者）

不要 A１ 不要 A１

・27年4月1日から29年3月31日

までの間に介護予防訪問介護
の指定を受けた事業所
・29年4月１日以降に訪問介護
の指定を受けた事業所

要申請 A２ 要申請 A２

（1）サービスコード



【倉吉市通所介護相当サービス】

区分

市内事業者 市外事業者

申請・届出 サービスコード 申請・届出 サービスコード

・27年3月31日までに介護予防

通所介護の指定を受けた事業
者（みなし指定事業者）

不要 A5 不要 A5

・27年4月1日から29年3月31日
までの間に7介護予防通所介護
の指定を受けた事業所
・29年4月１日以降に通所介護
の指定を受けた事業所

要申請 A6 要申請 A6



現在の介護予防訪問介護

〇月額包括報酬

□要支援１･２

　　週１回程度　１，１６８単位/月

□要支援１･２

　　週２回程度　２，３３５単位/月

□要支援２

　　週３回　　　　３，７０４単位/月

倉吉市訪問介護相当サービス

〇１回当たりの報酬単価を設定

□要支援１・２、事業対象者

　　週１回程度　　　　　　　　　　　２６６単位/回

　　月４回超えの場合　　　　　１，１６８単位/月

□要支援１・２、事業対象者

　　週２回程度　　　　　　　　　　　２７０単位/回

　　月８回超えの場合　　　　　２，３３５単位/月

□要支援２

　　週３回以上　　　　　　　　　　　２８５単位/回

　　月１２回超えの場合　　　　３，７０４単位/月

□要支援１・２、事業対象者

　　２０分未満　　　　　　　　

　　月２２回まで　　　　１６５単位/回

【現行報酬との比較】

（２）単価



（例１）　週に１回程度の利用者に対し、１月に４回サービスを提供した。
　　　　→２６６単位✕４回
（例２）　週に１回程度の利用者に対し、１月に５回サービスを提供した。
　　　　→１，１６８単位
（例３）　週に２回程度の利用者に対し、１月に８回サービスを提供した。
　　　　→２７０単位✕８回
（例４）　週に２回程度の利用者に対し、１月に９回サービスを提供した。
　　　　→２，３３５単位
（例５）　週に２回程度の利用者で、１月に９回サービスを提供予定であ
　　　　　ったが、体調不良により１月に３回の提供となった。
　　　　→２７０単位✕３回

報酬算定の例



現在の介護予防通所介護

〇月額包括報酬

□要支援１　　１，６４７単位/月

□要支援２　　３，３７７単位/月

倉吉市通所介護相当サービス

〇１回当たりの報酬単価を設定

□要支援１、事業対象者（週１回程度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７８単位/回

　　月４回超えの場合　　　　　１，６４７単位/月

□要支援２（週２回程度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８９単位/回

　　月８回超えの場合　　　　　３，３７７単位/月

【現行報酬との比較】



（例１）　要支援１の利用者に対し、１か月に４回サービスを提供した。
　　　　→３７８単位✕４回
（例２）　要支援１の利用者に対し、１か月に５回サービスを提供した。
　　　　→１，６４７単位
（例３）　要支援２の利用者に対し、１か月に８回サービスを提供した。
　　　　→３８９単位✕８回
（例４）　要支援２の利用者に対し、１月に９回サービスを提供した。
　　　　→３，３７７単位
（例５）　要支援２の利用者で、１か月に９回サービスを提供予定であ
　　　　　ったが、体調不良により３回の提供となった。
　　　　→３８９単位✕３回

報酬算定の例



介護給付の利用者負担割合（原則１割、一定以上所得者は２割）と同じとします。
また、給付における利用者負担額の軽減制度に相当する高額介護（介護予防）
サービス費相当事業等を実施します。

また、保険料を滞納している方が介護保険サービスを受けた時にとられる給付
制限と同様な措置については、当面、適用しません。

（３）利用者負担



指定事業者のサービスを利用する場合にのみ、給付管理を行います。
要支援認定を受けた方が総合事業を利用する場合には、現在適用されている
予防給付の利用限度額内で、給付と総合事業を一体的に給付管理します。
基本チェックリストにより事業対象者と判断された方については、予防給付の
要支援１の利用限度額と同じとします。

〇要支援１・事業対象者　：　５，００３単位
〇要支援２　　　　　　　　　：１０，４７３単位

【ポイント】
　事業対象者については、退院直後で集中的にサービスを利用することが自立支援につながる
と考えられるような「特段の事情」があるケースについては、事前に協議を行い、一時的に要支援
２の限度額まで利用可能です。ただし、その場合は、「特段の事情」について記録を整備し、後日、
市の実地指導等で説明できるようにする必要があります。

（４）利用者負担限度額



【利用者区分・サービス利用パターンごとの費用比較】

利用者区分 サービス利用パターン ケアマネジメント代 支給限度額

要支援２

予防給付のみ

介護予防支援費 １０，４７３単位予防給付＋

事業（訪問介護）

事業（通所介護）

事業（訪問介護と通所介護） 介護予防ケアマネジメント費

要支援１

予防給付のみ

介護予防支援費 ５，００３単位予防給付＋

事業（訪問介護）

事業（通所介護）

事業（訪問介護と通所介護） 介護予防ケアマネジメント費

事業対象者

事業（訪問介護）

介護予防ケアマネジメント費 ５，００３単位事業（通所介護）

事業（訪問介護と通所介護）



5　介護予防ケアマネジメント



（１）　概要

〇利用するサービスが「給付」または「給付＋総合事業」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→介護予防支援（給付）

〇利用するサービスが「総合事業」「一般介護予防事業等」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→介護予防ケアマネジメント（事業）

　地域包括支援センターが要支援者等に対するアセスメントを行い、その状況に置かれ
ている環境等に応じて、目標を設定し、その達成に向けて介護予防の取組を生活の中に
取り入れ、自ら実施・評価できるよう支援するものです。
　また、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を継続することにより、日常
生活上の何らかの困りごとに対して、心身機能の改善だけではなく、地域の中で生きがい
や役割を持って生活できるような居場所に通い続けるなど、「心身機能」「活動」「参加」の
視点を踏まえた内容となるよう要支援者等の選択を支援していくことも重要です。

※一般介護予防事業のみ利用される場合は必要ありません。



要支援認定者
事業対象者

給付のみ 給付＋事業 事業のみ

介護予防ケア
マネジメント
（総合事業）

× × 〇 〇

介護予防支援
（予防給付） 〇 〇 × ×



〇要支援者

〇新規の事業対象者は、地域包括支援センターで初回の介護　　
予防ケアマネジメントを実施し、１クール（概ね３か月）終了後の
ケアプランの継続、変更の時点以後であること

〇要支援の認定有効期間の終了後に変更申請せずチェックリ
ストで事業対象者となった場合

利用者本人が居住する地域包括支援センターにおいて実施する。
従来の介護予防支援と同様に、業務の一部を指定居宅事業所へ委託して実施
します。
委託するのは、介護予防ケアマネジメントA（原則的な介護予防ケアマネジメント）
を行うケース

（２）実施主体



（３）類型

（１）ケアマネジメントA（原則的な介護予防ケアマネジメント）

現行の予防給付に対する介護予防ケアマネジメントと同様に、アセスメントによって
ケアプラン原案を作成し、サービス調整会議を経て決定します。
利用者との面接によるモニタリングについては、少なくても３月に１回行い、利用者
の状況に応じてサービスの変更も行うことが可能な体制をとっておきます。

本市においては、当面は以下の（１）ケアマネジメントAのみ実施します。

（３）ケアマネジメントC（初回のみに、介護予防ケアマネジメント）

（２）ケアマネジメントB（簡素化した介護予防ケアマネジメント）



（４）相当サービスにおけるケアマネジメント報酬

平成２９年４月提供以降、現行の介護予防支援費（介護予防サービス計画作成費）
に相当する「介護予防ケアマネジメント費」が新設されます。

単価
・月額　　　　４３０単位
・初回加算　３００単位
・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算　３００単位

【ポイント】
　提供月において、要支援者が総合事業サービスと併せて予防給付を利用する場合
は従来どおり、「介護予防支援費」の請求になります。

事業所に委託する場合の単価
・月額　　　　４００単位
・初回加算　３００単位
・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算　３００単位



（５）初回加算の取扱い

①当該利用者について、過去２か月以上、介護予防支援費又は介護予防ケア　　
マネジメント費が算定されていない場合で、介護予防サービス・支援計画書を作
成した場合。

②要介護者が要支援認定を受け、介護予防ケアマネジメントを実施する場合

一方、単に次のような場合は、初回加算を算定できません。

〇要支援者が認定の更新をして、総合事業のサービスを利用した場合
〇要支援者が事業対象者となった場合（又はその逆の場合）
〇予防給付のサービスを使うことになり介護予防ケアマネジメントから介護予防
支援に移行した場合（又はその逆の場合）

初回加算を算定できるのは次の場合です。



６　基本チェックリストによる
事業対象者の有効期間



【事業対象者に係る被保険者証のイメージ】

「認定の有効期間」は空欄

「事業対象者」と表示「基本チェックリスクの実施日」を表示

「担当する地域包括支援セン
ター」と「届出日」を表示。この
日からサービス利用可能。



〇有効期間
申請した日が開始日。

基本チェックリストにより事業対象者になった者に関しては、有効期間という考え方はないが、サービス提供時の
状況や利用者の状況等の変化に応じて、適時、基本チェックリストで本人の状況を確認していただくことが望まし
い。（8月19日付介護保険最新情報Q＆Aより）

事業対象者に該当してから利用者の状況等の変化がなければ、１年以内に基本チェックリストを
実施することとする。

〇認定日
保険証の記載欄に基本チェックリストを実施した日を記入。

総合事業のみの申請をした場合

要介護・要支援認定申請をして認定が出る間、総合事業を利用する場合

〇認定申請と併せて総合事業の申請を行えば、総合事業の保険証を発行する。
　認定が出るまでは、総合事業で利用できるサービスのみの利用となり、総合事業からの給付となる。



〈認定が出た場合〉

総合事業の保険証は無効となり、介護認定保険証を発行する。
有効期間は今まで通り申請日に遡り、認定日は認定された日となる。
Aでプラン作成や担当者会議を行い、認定後サービス内容の変更があれば、プランの変更と再び担当者会議を行う。

申請

A B

総合事業　　・　　予防給付

（デイサービス） （住宅改修）

有効期間の開始はAの
申請日に戻る。
認定日はBとなる。

〈非該当が出た場合〉

発行している総合事業の保険証をそのまま活用。Aでプラン作成や担当者会議を行い、非該当が出た時点で生活機能
に変化がなければ、基本チェックリスト等改めて実施しなくてもよい。

A B

総合事業（デイサービス）

有効期間の開始はAの
申請日に戻る。
認定日はAとなる。

総合事業
（デイサービス）

要
支
援
認
定

非
該
当

申請



７ 介護予防ケアマネジメント
関係様式等






















